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建築物の設計、工事監理等にかかる 

業務報酬基準の見直し検討について（要望） 

 

 

建築士事務所における業務の適正化及び建築の質の向上を担保し、建築

主にとって委託する建築物の設計、工事監理等の報酬の目安となる業務報酬

基準については、現行の標準業務内容、標準業務量につき、社会情勢の変化

に伴う実際の業務実態の動向等にあわせて適切に見直される必要がありま

す。 

現行の告示15号は、平成21年の制定から７年余り経過し、発注方式の多

様化、新たな制度の創設や建築物の安全性等に関わる問題の発生等を受け、

制定当時と比較して設計、工事監理等の業務内容や業務量は大きく変化して

きております。 

 

特に、 

・建築発注方式の多様化等に伴う設計業務のフロントローディング傾向

などによる業務プロセス、業務内容の変化 

・建築物省エネ法施行（省エネルギー基準適合義務化・届出等）等に伴

う設計業務に付随する業務の発生、増加 

・昨今の建物の規模の増大や用途区分の変化、複合化 

・建築物の品質や安全性等への社会的な関心の高まりに応じた高度な工

事監理等の要請 

 

などの点からの設計、工事監理等に関する業務の質及び量が大きく変化して

おります。 

  

このため、現行告示15号の業務報酬基準の改定に向けた議論を開始してい

ただくようお願いいたします。 

 

 


